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研究成果の概要： 
 少子化対策として有望な「婚姻促進政策」を探るため、既婚者・独身者の大規模郵送アンケ

ート調査を実施した。分析の結果、①男女間における婚姻行動や意識の非対称性（期待誤差が

大きい）、②就職行動と婚姻行動の経済学的な類似性（留保賃金にあたる留保生活水準の存在、

サーチモデルの理論的整合性）③経済的要因が婚姻行動に与える影響の深刻化（非正規化、低

所得化が婚姻行動の障害となりつつある）等が明らかとなった。 
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１．研究開始当初の背景 
 近年、様々な少子化対策が国や各自治体で
鋭意実施されているにもかかわらず、少子化
の進行が止まらずにいる。その原因の一つは、
そもそも少子化が進む原因を見誤っている
ことにある。すなわち、少子化対策としては、
既婚世帯の出産・育児支援ばかりが目立って
いるが、実は、わが国の近年の少子化の進行
している原因は、既婚世帯の出生数が減少し
ているからではなく、その前段階の婚姻世帯
の減少していることにある。 

 そこで、この研究では、独身者、既婚者へ
の大規模なアンケート調査を行い、どのよう
な要因が既婚選択に影響するのか、どのよう
な政策が婚姻選択に有効かという点を探る
ことにした。主に経済学的な分析を行い、わ
が国の少子化対策を有効に機能させるため
の「婚姻促進政策」の可能性を探った。 
 
 
２．研究の目的 
（1）課題全体としての目的 
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本研究は、①少子化の大きな要因のひとつ
としての婚姻率低下に注目し、②婚姻行動・
意識のメカニズムを実証的に明らかにし、③
婚姻を妨げている経済・社会的要因を明らか
にすることで、④少子化対策としての効果的
な施策について検討を行うことを目的とす
る。具体的には、行動経済学や労働経済学の
進展と取り入れた独自のアンケート調査を
企画し、既婚者と未婚者に対して郵送アンケ
ート調査を行うことにより、①結婚相手に対
する希望・期待の格差、②独身の留保効用・
婚姻希望の決定要因、③婚姻への投資行動・
サーチ期間の決定要因、④女性の高学歴化と
結婚の関係、⑤既婚者と未婚者の意識や行動
の差異、⑥具体的な施策・ソーシャルキャピ
タルと結婚の関係などを分析する。 
 
（2）各論 1（女性初婚確率に与える被扶養者
所得の影響） 
近年の女性の晩婚化・未婚化の要因として

女性の所得の状態に注目する。女性の 20 代
における初婚確率に対して、父親の所得と将
来の配偶者に希望する所得の水準がどのよ
うな影響を与えているのかを検証する。 
 
（3）各論 2（婚姻選択に対する婚姻後の就業
両立可能性の影響） 
結婚するかしないかの意思決定は、独立で

はなく、結婚後の出産・子育てと一体的に行
われており、子育て就業継続との両立が困難
なことが、結婚時期を遅らせ、婚姻率自体も
引き下げているという仮説を実証する。 
 
（4）各論 3（出産希望年齢と婚姻決定の関係
性） 
出産希望が結婚を促すという仮定のもと、

独身女性の出産希望年齢の決定要因となっ
ているのは何かを明らかにする。特に、現在
の年齢が出産希望年齢に影響を与えるかに
注目する。 
 
（5）各論 4（出生率に対する日本的雇用慣行
の影響） 
日本の出生率の継続的な低下の要因を、女

性にとって、就業継続か出産に伴う退職かの
二者択一の選択肢を迫る日本企業の長期雇
用慣行や生活給に求める。 
 
（6）各論 5（コーホート分析による女性婚
姻・出産の基礎的知見の抽出） 
女性の子ども数がコーホート別にどのよ

うに推移してきたのかを、女性の学歴や就業
状態を考慮しつつ実証的に検証する。 
 
 
３．研究の方法 
（1）～（4）については、2008 年 2 月、2009

年２月の２ヵ年にわたって実施した郵送ア
ンケート調査｢結婚観に関するアンケート｣
の結果を用い、実証分析をおこなった。 
 
（5）については、出生率の低下をもたらし
ている諸要因の理論的な検討を行なった。 
 
（6）については、国立社会保障・人口問題
研究所「出産力調査」(第 7 次、第 8 次、第 9
次)夫婦票（国立社会保障・人口問題研究所）、
「出生動向基本調査」（第 10 回、第 11 回）
夫婦票の個票データ 4時点のクロスセクショ
ンデータを用い、女性のもつ子ども数をコー
ホート別にどのように異なっているかを推
計した。 
 
 
４．研究成果 
（1）課題全体として 
アンケート調査の内容を、記述統計やクロ

ス表を中心にまとめたところ、①男女間にお
ける具体的行動や意識の非対称性（結婚に求
めるものの期待誤差が大きい）、②就職行動
と婚姻行動の経済学的な類似性（留保賃金に
あたる留保生活水準の存在とそれに影響す
る各要因の抽出、サーチモデルの理論的整合
性）③経済的要因が婚姻行動に与える影響の
深刻化（非正規化、低所得化が婚姻行動の障
害となりつつある）などが、明確な傾向とし
て現れた。 
 
（2）各論 1（女性初婚確率に与える被扶養者
所得の影響） 
父親の所得が高いほど女性の 20 代におけ

る初婚確率が高く、結婚市場で有利であるこ
とが明らかとなった。また、独身者の方が、
将来の配偶者に希望する所得が高く、このこ
とが晩婚化・未婚化の要因となっている。加
えて、階層意識が高いほど、20 代の初婚確率
が低く、独身者は将来の配偶者に希望する年
収が高くなることが明らかとなった。 
 
（3）各論 2（婚姻選択に対する婚姻後の就業
両立可能性の影響） 
女性の結婚適齢期を、特定の相手との交際

期間の長さを決める諸要因を、女性や交際相
手の属性に基づき分析することで導いた。ま
た結婚相手の学歴について、大学卒男性と比
べて大学卒女性の相手が大学卒に偏る傾向
が、男性よりも女性の選択肢によることも明
らかになった。 
 
（4）各論 3（出産希望年齢と婚姻決定の関係
性） 
分析結果より、主な結果として、出産希望

年齢に有意な影響を与える要因としては、現
在の年齢や最終的に希望する子どもの数、管



 

 

理職かどうか、育児休業の取りやすさなどが
あること、シミュレーション結果より、20 歳
の時には出産希望年齢が 26 歳で、現在の年
齢と出産希望年齢に開きがあるが、30 代半ば
以降は出産希望年齢が 35 歳前後で横ばいと
なることなどが示された。 
 
図表 現在の年齢と出産希望年齢のシミュ
レーション 
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（5）各論 4（出生率に対する日本的雇用慣行
の影響） 
頻繁な配置転換・転勤を通じて企業内での

熟練形成を行う日本的雇用慣行の下では慢
性的な長時間労働が生じている。このため、
既婚女性にとっては、いずれかの時点で、就
業継続と子育てとの選択を迫られるが、女性
の経済的な地位向上とともに、就業継続を選
ぶ比率が高まることが、出生率の低下の大き
な要因となることなどがわかった。 
 
（6）各論 5（コーホート分析による女性婚
姻・出産の基礎的知見の抽出） 
1961‐1970 年生まれコーホートはどの年

齢においても、子ども数がそれ以前のコーホ
ートより少なく、また無子割合も高い。また
この傾向は、高学歴女性ほど、また正規雇用
をしている女性ほど顕著であった。 
 
図表 妻の生年コーホート別平均子ども数：
学歴別 
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